
  

１．平成23年12月期の連結業績（平成23年１月１日～平成23年12月31日） 

  

  

（２）連結財政状態 

  

（３）連結キャッシュ・フローの状況 

  

２．配当の状況 

  

３．平成24年12月期の連結業績予想（平成24年１月１日～平成24年12月31日） 

  

平成23年12月期  決算短信〔日本基準〕（連結） 

        平成24年２月14日

上場会社名 コクヨ株式会社 上場取引所  東・大 

コード番号 7984 ＵＲＬ  http://www.kokuyo.co.jp 

代表者          （役職名） 代表取締役社長執行役員 （氏名）黒田 章裕 

問合せ先責任者  （役職名） 財務経理部長 （氏名）川田 靖範 ＴＥＬ  06-6976-1221 

定時株主総会開催予定日 平成24年３月29日 配当支払開始予定日 平成24年３月30日 

有価証券報告書提出予定日 平成24年３月30日     

決算補足説明資料作成の有無： 有 ・無     

決算説明会開催の有無      ： 有 ・無 （機関投資家・証券アナリスト向け）  

  （百万円未満切捨て）

（１）連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年12月期  260,004  △0.7  4,072  24.1  4,098  23.3 △5,460 －

22年12月期  261,873  △1.8  3,282  466.8  3,324  229.4  815  37.0

（注）包括利益 23年12月期 △6,691百万円 （ ％）－ 22年12月期 334百万円 （ ％）－

  
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益 

自己資本
当期純利益率 

総資産 
経常利益率 

売上高
営業利益率 

  円 銭 円 銭 ％ ％ ％

23年12月期  △46.16 － △3.6  1.6  1.6
22年12月期  6.89 －  0.5  1.3  1.3

（参考）持分法投資損益 23年12月期 △7百万円 22年12月期 224百万円

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

  百万円 百万円 ％ 円 銭

23年12月期  252,794  149,581  58.3  1,245.08
22年12月期  252,879  156,632  61.7  1,318.22

（参考）自己資本 23年12月期 147,270百万円 22年12月期 155,923百万円

  
営業活動による 

キャッシュ・フロー 
投資活動による

キャッシュ・フロー 
財務活動による

キャッシュ・フロー 
現金及び現金同等物

期末残高 

  百万円 百万円 百万円 百万円

23年12月期  10,652 △10,818  1,039  26,182
22年12月期  8,965 △4,730  △2,625  25,458

  
年間配当金 配当金総額 

(合計) 
配当性向 
（連結） 

純資産配当
率（連結）第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％
22年12月期 －  7.50 － 7.50 15.00  1,774 217.6 1.1
23年12月期 －  7.50 － 7.50 15.00  1,774 － 1.2
24年12月期 
（予想） 

－  7.50 － 7.50 15.00   65.7

  （％表示は、通期は対前期、第２四半期（累計）は対前年同四半期増減率）

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり
当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期（累計）  144,000  4.2  4,900 △11.1  5,200 △10.1  2,900  32.5  24.52
通期  273,000  5.0  4,200  3.1  4,600  12.2  2,700  －  22.83



４．その他 

  

（２）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

  

(注)詳細は、23ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。  

  

（３）発行済株式数（普通株式） 

  

（参考）個別業績の概要 

１．平成23年12月期の個別業績（平成23年１月１日～平成23年12月31日） 

  

  

（２）個別財政状態 

  

※ 監査手続の実施状況に関する表示 

 この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品取

引法に基づく財務諸表の監査手続は終了しておりません。 

    

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

 上記の業績予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後

様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。業績予想の前提、その他の関連する事項については、添付資料

の４～５ページを参照してください。 

  

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）： 有 ・無 

①  会計基準等の改正に伴う変更： 有 ・無

②  ①以外の変更              ： 有 ・無

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年12月期 128,742,463株 22年12月期 128,742,463株

②  期末自己株式数 23年12月期 10,461,053株 22年12月期 10,459,342株

③  期中平均株式数 23年12月期 118,282,115株 22年12月期 118,284,785株

（１）個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

  営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年12月期  9,070  △3.6  86  288.2  135  － △1,403 －

22年12月期  9,414  △6.3  22 △97.5 △59  － △1,750 －

  
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益 

  円 銭 円 銭

23年12月期  △11.87 －

22年12月期  △14.80 －

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

  百万円 百万円 ％ 円 銭

23年12月期  204,834  145,114  70.8  1,226.74
22年12月期  213,071  149,340  70.1  1,262.44

（参考）自己資本 23年12月期 145,114百万円 22年12月期 149,340百万円
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（１）経営成績に関する分析 

 ①当期の経営成績 

（単位：百万円） 

当連結会計年度（平成23年１月１日から平成23年12月31日まで）におけるわが国経済は、東日本大震災や欧州の金

融不安等により先行き不透明な状況で推移いたしました。 

このような経営環境のもと、当社グループは国内・海外を両輪とした持続的成長を目指し、企画開発から製造調

達・販売・物流までバリューチェーンの強化を図ってまいりました。 

国内市場におきましては、お客様の期待値を超える際立った商品・サービスを提供することで、お客様に「選ばれ

続ける企業」を目指し、収益拡大を図ってまいりました。また、東日本大震災以降に高まっているオフィスの安全対策

へのニーズに対して、防災関連商品やソリューションを積極的に提案し、売上の拡大を図ってまいりました。 

一方、海外市場におきましては、アジアを中心とした新興国において、現地企業のＭ＆Ａや生産設備の増強、現地

ニーズに合わせた商品開発、営業網の整備を推進し、アジアを新たな収益基盤とする「アジア企業」へ向けて大きく踏

み出した１年となりました。 

しかしながら、景気の不透明感による消耗品の買い控えの影響や、収益率を重視した販売施策の推進により、売上

高は前期比0.7％減の2,600億円となりました。コストダウンの推進や販売施策の変革による総利益率改善及び経費削減

に努めた結果、営業利益は前期比24.1％増の40億円となり、経常利益も前期比23.3％増の40億円となりました。欧州の

金融不安の影響によるインド株式市場の低迷により、コクヨカムリンリミテッドの株式の市場価格が下落したことによ

るのれんの一括償却49億円、国内の固定資産の減損損失16億円等を計上したことにより、当期純損失は54億円となりま

した。 

  

セグメント別の状況 

（ステーショナリー関連事業） 

   （単位：百万円）

ステーショナリー関連事業におきましては、「強み」を発揮できる商品カテゴリーに経営資源を集中することで、

収益拡大を図ってまいりました。 

国内市場におきましては、業界No.1のノートブランド「キャンパスノート」を11年ぶりに一新したほか、 需要が拡

大する小型ハサミ市場へ向けて、ハサミをポケットに入れて持ち運びするワーカー向けに開発した「ポケットハサミ＜

クリッピー＞（グルーレス刃）」等の高付加価値商品を投入し、注力商品分野のシェア拡大を図ってまいりした。 

オフィス通販事業「カウネット」におきましては、オフィス用品一括購買システム「ウィズカウネット」や「べん

りねっとライト」が好調に推移したほか、販促活動を積極的に展開した結果、過去最高の売上・営業利益を達成いたし

ました。 

海外市場におきましては、中国における実用ノート市場に本格的に参入するため、現地の無線綴じノート市場のト

ップメーカー何如文化用品（シンセン）有限公司の事業を承継することを合意いたしました。これによりブランドの商

標や生産設備、販売網等を獲得し、平成24年夏頃稼動予定の自社工場と合わせて、現地実用ノート市場で一躍トップシ

ェアとなります。 

インドにおきましては、コクヨカムリンリミテッドの株式取得が完了し、経営体制も整え、現地市場における事業

拡大のための基盤作りを推進いたしました。 

１．経営成績

  
前期 

平成22年12月期 

当期 

平成23年12月期 
増減率（％） 

売上高  261,873  260,004  △0.7

営業利益  3,282  4,072  24.1

経常利益  3,324  4,098  23.3

当期純利益  815  △5,460  －

前期 

平成22年12月期 

当期 

平成23年12月期 
増減率（％） 

売上高  148,986  147,866  △0.8

営業利益  6,532  6,770  3.6
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ベトナムにおきましては、現地のニーズに合致した商品の投入や、販売チャネルの積極的な開拓を行い、約1,500万

冊のノートを販売する等、好調に推移いたしました。 

以上の結果、国内需要減少の影響を受けたものの、オフィス通販事業が好調に推移し、また第４四半期において注

力商品の売上が前年を上回った結果、売上高は前期比0.8％減の1,478億円となり、営業利益は前期比3.6％増の67億円

となりました。 

  

（ファニチャー関連事業） 

  （単位：百万円） 

ファニチャー関連事業におきましては、オフィスを始めとしたさまざまな分野において、設計やコンサルティン

グ、運用にいたるまで空間全体でお客様を支援する「空間価値提供型ビジネス」への変革を図ってまいりました。 

11月に開催した「コクヨフェア2012」におきましては、幼児から高齢者まで多様な方が快適に過ごせる機能とデザ

インを持ったユニバーサルデザインの官公庁向けロビーチェアー「マドレ」等の新商品を紹介したほか、オフィス、医

療施設、教育施設、官公庁施設のモデル空間を創設し、お客様にワークシーンを体感していただきながら、新しい働き

方の提案を行い、需要を喚起いたしました。 

中国におきましては、中国のオフィス家具見本市において金賞を受賞した海外戦略商品「エアフォートチェアー」

や、現地向け商品の強化を目的として平成22年12月に製造・販売ライセンス契約を締結したプラクティカ社の商品等、

現地のお客様のニーズに合致したオフィス家具のラインアップを拡充いたしました。また、販売網の整備・拡充やソリ

ューション提案を推進することで、収益の拡大を図ってまいりました。 

以上の結果、店舗事業が減収だったものの、回復基調が見られる国内オフィス家具分野が好調に推移し、売上高は

前期比0.7％減の1,121億円となりました。売上高は減少しましたが、総利益率の改善に努めた結果、営業損失は26億円

となりました。 

＊平成23年２月15日開示の「事業セグメント変更に関するお知らせ」でお知らせしましたとおり、平成23年12月期より、旧「ファニチャー関

連事業」と「店舗関連事業」を統合し、「ファニチャー関連事業」として開示いたします。そのため、平成22年12月期の「ファニチャー関連

事業」の数値は、旧「ファニチャー関連事業」と「店舗関連事業」を合算した数値となっています。  

  
前期 

平成22年12月期 

当期 

平成23年12月期 
増減率（％） 

売上高  112,887  112,138  △0.7

営業利益  △3,250  △2,697 － 
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②次期の見通し 

        （単位：百万円）

  当社グループを取巻く環境は、欧州の金融不安による世界経済の減速等、先行きは不透明な状況で推移すると予想

されます。 

このような状況のもと、当社グループはお客様の期待値を超える際立った商品・サービスを提供することで、「お

客様に選ばれ続ける企業」へと変革してまいります。 

国内市場におきましては、バリューチェーン全体で、商品開発力の向上や商品露出の最大化、マーケティングの変

革、営業力強化を行い、シェア拡大を図ってまいります。 

海外市場におきましては、中国・インド・ベトナムをはじめとしたアジア市場において、成長する内需を獲得する

ためのバリューチェーン構築を推進いたします。 

また、平成24年12月期から、コクヨカムリンリミテッドを連結（平成23年12月期は第４四半期に貸借対照表のみ連

結）するとともに、ＬｍＤ株式会社（ザ・コンランショップの運営）、コクヨベトナムトレーディングCo.,Ltd.（ベト

ナムにおけるステーショナリー販売）、コクヨインターナショナル（マレーシア）Sdn.Bhd（マレーシアにおけるファ

ニチャー販売）を新規連結いたします。 

次期の見通しに関しましては、売上高2,730億円、営業利益は42億円、経常利益は46億円、当期純利益は27億円を見

込んでおります。 

  

セグメント別の見通し 

        （単位：百万円）

  

当社グループは、平成24年12月期より、事業セグメントの変更を行い、ステーショナリー関連事業、ファニチャー

関連事業の２セグメントから、ステーショナリー関連事業、ファニチャー関連事業、通販・小売関連事業の３セグメン

トに変更いたします（詳細につきましては、本日開示しております「事業セグメント変更に関するお知らせ」をご覧く

ださい）。 

  

(ステーショナリー関連事業） 

ステーショナリー関連事業におきましては、国内では「お客様に商品が選ばれ続ける圧倒的な存在」、海外では

「お客様に商品を最初に選ばれる存在」となり、アジアNo.1ステーショナリーメーカーを目指してまいります。 

国内市場におきましては、「質の向上」と「量の拡大」を目指し、さらなる高付加価値化を推進いたします。ま

た、お客様のニーズの変化をとらえ、そのニーズに合致するよう商品の改良やラインアップの拡充を行うほか、商品露

出を最大化し店頭シェアの拡大を図ってまいります。 

海外市場に関しましては、中国におきまして、商品ラインアップの拡充や何如文化用品（シンセン）有限公司の事

業承継、平成24年夏竣工予定の上海奉賢区に建設するノート工場の立ち上げを行い、中国実用ノート市場において一躍

No.1メーカーとなります。 

インドにおきましては、コクヨカムリンリミテッドの販路拡大やサービスレベルの向上、原価率の低減を推進し、

収益拡大を図ってまいります。 

ベトナムにおきましては、商品ラインアップのさらなる拡充や販路の拡大、積極的な販促活動により、ベトナム全

土で、ノートを3,700万冊販売し（前年約1,500万冊）、ノートシェアNo.2を目指してまいります。 

  

  

当期 

平成23年12月期  

次期の見通し 

平成24年12月期  
増減率（％） 

売上高  260,004  273,000  5.0

営業利益  4,072  4,200  3.1

経常利益  4,098  4,600  12.2

当期純利益  △5,460  2,700 - 

  
 ステーショナリー 

関連事業 

ファニチャー 

関連事業 

通販・小売 

関連事業  
調整額  連結合計 

 売上高  75,000  103,000  95,000  －  273,000

 営業利益  4,200  900  1,800  △2,700  4,200
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次期の見通しに関しましては、新技術の開発や売上拡大へ向けた研究開発費の増加や中国工場への投資等、成長の

ための先行投資が増加し、また原材料価格の高騰が見込まれることにより売上高は750億円、営業利益は42億円を見込

んでおります。 

なお、ステーショナリー関連事業は、セグメント変更のためオフィス通販事業が通販・小売関連事業に移管されて

おり、前期と事業内容が異なっております。そのため、前期比較は記載しておりません。 

  

（ファニチャー関連事業） 

ファニチャー関連事業におきましては、個々のお客様に対して、それぞれのニーズに合致した価値を提供するバリ

ューチェーンを構築することで、売上拡大、黒字化を図りってまいります。 

国内市場におきましては、お客様ごとのニーズをベースとしたマーケティングを実行し、ソリューション提案営業

の推進や戦略商品の開発を行うことで、オフィス家具市場におけるシェア向上を図ってまいります。一方、医療・教

育・官公庁分野におきましては新商品を積極的に投入し、売上の拡大を図ってまいります。 

海外市場に関しましては、中国におきまして、ハイセグメント及びミドルハイセグメントのお客様をターゲット

に、実用的な機能と感性に訴えかけるデザインを両立した「People+Design」をコンセプトに、業界初の機能を持たせ

た商品の開発を推進いたします。また、出資したタイリック社の新工場稼働による生産能力の増強を行うとともに、大

都市圏での直販の強化に加え、内陸部での代理店の開拓を行うことで、販路の拡大を図ってまいります。 

次期の見通しに関しましては、売上高1,030億円、営業利益９億円を見込んでおります。 

なお、ファニチャー関連事業は、セグメント変更のため小売事業（インテリア・生活雑貨の販売）が通販・小売関

連事業に移管されており、前期と事業内容が異なっています。そのため、前期比較は記載しておりません。 

  

（通販・小売関連事業） 

通販事業に関しましては、「カウネット」におきまして、「選び抜かれた品揃え」をベースに、商品特長や価格、

デザイン等のポイントが一目で分かる他社にはない選びやすいカタログを提供し、「選ばれ続けるカウネット」を目指

してまいります。 

小売（インテリア・生活雑貨の販売）事業に関しましては、アクタスやザ・コンランショップを通じ、お客様のこ

だわりのライフスタイルを実現するための商品・サービスを提供し、生活に「上質感」と「感動」を提供してまいりま

す。また、ＭＤの強化や既存店舗の集客力の向上、新店舗の出店を推進することで、収益の拡大を図ってまいります。

次期の見通しに関しましては、売上高950億円、営業利益18億円を見込んでおります。 

なお、通販・小売関連事業は、セグメント変更により平成24年12月期より新設されるセグメントのため、前期比較

は記載しておりません。 

  

（２）財政状態に関する分析 

 ①資産、負債、純資産の状況 

 当連結会計年度末の総資産は2,527億円で、前期に比べ85百万円減少しました。流動資産は1,127億円で、前期に比べ

31億円増加しました。現金及び預金が前期に比べ17億円、受取手形及び売掛金が前期に比べ16億円増加したことが主な

要因であります。固定資産は1,400億円で、前期に比べ32億円減少しました。有形固定資産が前期に比べ62億円減少

し、投資その他の資産が前期に比べ34億円減少し、無形固定資産が前期に比べ64億円増加したことが主な要因でありま

す。 

 負債は1,032億円と、前期に比べ69億円増加しました。流動負債は714億円で、前期に比べ124億円増加しました。支

払手形及び買掛金が前期に比べ16億円、１年内償還予定の社債が前期に比べ100億円それぞれ増加したことが主な要因

であります。固定負債は317億円で、前期に比べ54億円減少しました。 

 純資産は1,495億円と前期に比べ70億円減少しました。   
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 ②キャッシュ・フローの状況 

 当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、261億円と前連結会計年度末に比べ７億

円の資金増となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動により獲得した資金は106億円となりました。これは、主として減価償却費65億円、のれん償却額50億円の

資金収入等があったことによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動により支出した資金は108億円となりました。これは、主として連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得

による支出60億円、設備投資による支出72億円の資金支出等があったことによるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動によって獲得した資金は10億円となりました。これは、主として長期借入による40億円の資金収入等があっ

た一方、配当金の支払による18億円の資金支出等があったことによるものであります。 

  

(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移  

（注）自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

＊ 各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 

＊ 株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。 

＊ 営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用して 

   おります。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っているすべての負債を対 

   象にしております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しており 

   ます。 

  

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

＜利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当＞ 

利益配分に関する基本方針は、更なる株主重視の経営を目指し、従来の安定配当に加えて連結業績を考慮し、配当

性向20％以上を目処とした配当政策を実施してまいります。 

当期におきましては、この方針を念頭におき、１株当たり15円（中間期末７円50銭 期末７円50銭）を予定してお

ります。また、次期の１株当たり配当金は15円（中間期末７円50銭、期末７円50銭）を予定しております。 

内部留保資金につきましては、企業価値の向上に向けた今後の成長戦略への投資に活用してまいります。 

  

＜株主優待制度＞ 

株主の皆様の日頃のご支援にお応えするとともに、実際に当社グループ商品をご使用頂くことにより、当社グルー

プに対するご理解を一層深めて頂くために、株主優待制度を設けております。500株以上1,000株未満ご所有の株主様

には3,000円相当、1,000株以上の株主様には6,000円相当の当社グループ商品を年１回お送りいたします。 

  

  

  平成19年12月期 平成20年12月期 平成21年12月期 平成22年12月期 平成23年12月期

自己資本比率（％） 59.5 59.7 62.5 61.7 58.3 

時価ベースの自己資本比率

（％） 
39.7 28.9 34.8 32.8 25.5 

キャッシュ・フロー対有利

子負債比率（年） 
16.0 2.7 2.9 4.4 4.2 

インタレスト・カバレッ

ジ・レシオ（倍） 
5.3 21.4 26.6 15.0 19.3 
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 当社の企業集団は、当社、子会社47社及び関連会社16社で構成され、その事業はステーショナリー用品、ファニチャー

用品の製造販売を主な内容とし、さらに各事業に関連する物流、研究、その他サービスの事業活動を展開しております。

当グループの事業に係わる位置付け及び事業の系統図について、当連結会計年度における重要な変動はないため、開示

を省略しております。  

  

  

（１）会社の経営の基本方針 

当社グループでは、「商品を通じて社会に貢献する」ことを基本理念として、事業を営んでおります。 

経営ビジョンとして、「Always Innovating For Your Knowledge」を掲げ、社会の変化に応じて、常に自己変革を

行うことで、自らの活動を社会に役に立つ形に変え続けてまいります。 

また、「ひらめき・はかどり・ここちよさ」というブランドメッセージを制定し、ユーザーの「Knowledge Work

（知的活動）」に対して、「ひらめき（＝創造性）」「はかどり（＝効率性）」「ここちよさ（＝快適性）」という価

値を提供し続ける企業を目指しております。 

   

（２）目標とする経営指標 

株主価値向上の観点から、営業利益率及びＲＯＥ（株主資本当期純利益率）を重要な経営指標として位置づけてお

ります。今後も、営業利益率及びＲＯＥの向上を図り、企業価値向上に努めてまいります。  

  

（３）中長期的な会社の経営戦略及び会社の対処すべき課題 

国内市場は成熟市場であり、収益を拡大するには、シェアの拡大・新市場の創出が求められます。一方、海外市場

は、日本国内と異なり「コクヨ」ブランドの認知度は非常に低く、販売チャネル・物流網の整備も不十分な状況です。

このような環境のもと、当社グループは、お客様に価値を届けるバリューチェーンを創り上げ、お客様の期待値を

上回り続けることで、「国内企業で圧勝、海外市場で勝ち進み、お客様に選ばれ続ける“真のアジア企業”」を目指し

ます。  

  

（４）その他、会社の経営上重要な事項 

該当事項はありません。   

  

２．企業集団の状況

３．経営方針
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４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成22年12月31日) 

当連結会計年度 
(平成23年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 13,077 14,856

受取手形及び売掛金 ※5  51,069 ※5  52,717

有価証券 13,067 11,518

商品及び製品 22,572 23,839

仕掛品 920 1,056

原材料及び貯蔵品 2,374 2,520

繰延税金資産 1,310 1,258

その他 5,270 5,074

貸倒引当金 △75 △102

流動資産合計 109,587 112,739

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 24,160 21,994

機械装置及び運搬具（純額） 4,983 5,149

土地 40,289 38,102

建設仮勘定 4,146 1,982

その他（純額） 3,554 3,636

有形固定資産合計 ※1  77,134 ※1  70,866

無形固定資産   

のれん 1,066 906

ソフトウエア 3,014 5,670

その他 391 4,328

無形固定資産合計 4,472 10,904

投資その他の資産   

投資有価証券 ※2  41,291 ※2  39,166

長期貸付金 2,200 2,318

繰延税金資産 2,286 2,073

その他 17,051 15,586

貸倒引当金 △1,145 △861

投資その他の資産合計 61,684 58,283

固定資産合計 143,291 140,055

資産合計 252,879 252,794
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成22年12月31日) 

当連結会計年度 
(平成23年12月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※5  39,791 ※5  41,442

短期借入金 6,666 7,029

1年内返済予定の長期借入金 － 193

1年内償還予定の社債 － 10,000

未払法人税等 1,058 832

賞与引当金 519 533

役員賞与引当金 30 24

その他 10,920 11,395

流動負債合計 58,986 71,450

固定負債   

社債 10,000 －

新株予約権付社債 270 270

長期借入金 15,260 19,112

長期預り保証金 5,730 6,031

退職給付引当金 3,526 3,911

債務保証損失引当金 123 123

その他 2,348 2,313

固定負債合計 37,260 31,762

負債合計 96,247 103,213

純資産の部   

株主資本   

資本金 15,847 15,847

資本剰余金 19,068 19,068

利益剰余金 135,679 128,289

自己株式 △14,332 △14,333

株主資本合計 156,262 148,871

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 773 △276

繰延ヘッジ損益 △129 △15

為替換算調整勘定 △982 △1,308

その他の包括利益累計額合計 △338 △1,600

少数株主持分 708 2,310

純資産合計 156,632 149,581

負債純資産合計 252,879 252,794
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 
（連結損益計算書） 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年12月31日) 

売上高 261,873 260,004

売上原価 ※2  175,842 ※2  173,345

売上総利益 86,031 86,659

販売費及び一般管理費 ※1, ※2  82,748 ※1, ※2  82,587

営業利益 3,282 4,072

営業外収益   

受取利息 210 195

受取配当金 594 610

不動産賃貸料 1,249 1,214

持分法による投資利益 224 －

デリバティブ評価益 － 143

その他 729 586

営業外収益合計 3,007 2,751

営業外費用   

支払利息 589 554

売上割引 164 176

不動産賃貸費用 423 413

固定資産廃棄損 197 146

持分法による投資損失 － 7

デリバティブ評価損 117 －

為替差損 583 577

その他 888 849

営業外費用合計 2,965 2,724

経常利益 3,324 4,098

特別利益   

匿名組合出資金分配金 791 －

固定資産売却益 239 976

投資有価証券売却益 157 157

貸倒引当金戻入額 － 53

特別利益合計 1,188 1,187

特別損失   

事業構造改革費用 495 －

固定資産除却損 480 －

投資有価証券評価損 422 282

固定資産売却損 76 928

店舗閉鎖損失 52 －

減損損失 － ※3  1,625

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 70

災害による損失 － ※4  353

貸倒引当金繰入額 － 66

子会社株式評価損 122 816

のれん償却額 － ※5  4,930

特別損失合計 1,650 9,075

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損
失（△）

2,861 △3,789
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年12月31日) 

法人税、住民税及び事業税 1,414 1,294

法人税等調整額 523 248

法人税等合計 1,937 1,542

少数株主損益調整前当期純損失（△） － △5,332

少数株主利益 108 128

当期純利益又は当期純損失（△） 815 △5,460
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（連結包括利益計算書） 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年12月31日) 

少数株主損益調整前当期純損失（△） － △5,332

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 － △1,049

繰延ヘッジ損益 － 114

為替換算調整勘定 － △424

持分法適用会社に対する持分相当額 － △0

その他の包括利益合計 － ※2  △1,359

包括利益 － ※1  △6,691

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 － △6,722

少数株主に係る包括利益 － 30
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（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年12月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 15,847 15,847

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 15,847 15,847

資本剰余金   

前期末残高 19,068 19,068

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 19,068 19,068

利益剰余金   

前期末残高 136,639 135,679

当期変動額   

剰余金の配当 △1,774 △1,774

当期純利益 815 △5,460

連結範囲の変動 － △155

当期変動額合計 △959 △7,390

当期末残高 135,679 128,289

自己株式   

前期末残高 △14,330 △14,332

当期変動額   

自己株式の取得 △2 △1

当期変動額合計 △2 △1

当期末残高 △14,332 △14,333

株主資本合計   

前期末残高 157,223 156,262

当期変動額   

剰余金の配当 △1,774 △1,774

当期純利益 815 △5,460

連結範囲の変動 － △155

自己株式の取得 △2 △1

当期変動額合計 △961 △7,391

当期末残高 156,262 148,871
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年12月31日) 

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 1,206 773

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △432 △1,050

当期変動額合計 △432 △1,050

当期末残高 773 △276

繰延ヘッジ損益   

前期末残高 △54 △129

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △75 114

当期変動額合計 △75 114

当期末残高 △129 △15

為替換算調整勘定   

前期末残高 △901 △982

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △81 △326

当期変動額合計 △81 △326

当期末残高 △982 △1,308

その他の包括利益累計額合計   

前期末残高 251 △338

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △589 △1,262

当期変動額合計 △589 △1,262

当期末残高 △338 △1,600

少数株主持分   

前期末残高 599 708

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 109 1,602

当期変動額合計 109 1,602

当期末残高 708 2,310

純資産合計   

前期末残高 158,074 156,632

当期変動額   

剰余金の配当 △1,774 △1,774

当期純利益 815 △5,460

連結範囲の変動 － △155

自己株式の取得 △2 △1

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △480 340

当期変動額合計 △1,441 △7,051

当期末残高 156,632 149,581
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純
損失（△）

2,861 △3,789

減価償却費 6,009 6,531

減損損失 － 1,625

のれん償却額 175 5,090

貸倒引当金の増減額（△は減少） △81 △255

賞与引当金の増減額（△は減少） △5 7

退職給付引当金の増減額（△は減少） 383 385

受取利息及び受取配当金 △804 △805

支払利息 589 554

持分法による投資損益（△は益） △224 7

固定資産売却損益（△は益） △170 △11

固定資産廃棄損 761 146

投資有価証券売却損益（△は益） △160 △334

投資有価証券評価損益（△は益） 494 282

子会社株式評価損 122 816

デリバティブ評価損益（△は益） 117 △143

売上債権の増減額（△は増加） △318 △847

たな卸資産の増減額（△は増加） △307 △279

仕入債務の増減額（△は減少） 374 942

その他 76 1,842

小計 9,895 11,766

利息及び配当金の受取額 793 802

利息の支払額 △597 △552

法人税等の支払額 △1,125 △1,364

営業活動によるキャッシュ・フロー 8,965 10,652

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △1,792 △3,306

有形固定資産の売却による収入 1,107 2,036

無形固定資産の取得による支出 △3,034 △3,956

投資有価証券の取得による支出 △2,241 △2,631

投資有価証券の売却による収入 1,034 2,963

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による
支出

－ ※2  △6,000

子会社株式の取得による支出 △363 △480

短期貸付金の純増減額（△は増加） 261 △3

長期貸付けによる支出 △906 △742

長期貸付金の回収による収入 387 680

匿名組合出資金の払戻による収入 1,453 －

その他 △637 621

投資活動によるキャッシュ・フロー △4,730 △10,818
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年12月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 50 92

長期借入れによる収入 － 4,039

長期借入金の返済による支出 △348 △446

社債の償還による支出 △30 －

自己株式の取得による支出 △2 △1

配当金の支払額 △1,766 △1,775

少数株主への配当金の支払額 － △36

リース債務の返済による支出 － △833

その他 △528 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,625 1,039

現金及び現金同等物に係る換算差額 △62 △266

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,547 607

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 － 116

現金及び現金同等物の期首残高 23,911 25,458

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  25,458 ※1  26,182
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該当事項なし 

    

  

（５）継続企業の前提に関する注記

（６）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

前連結会計年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日） 

１ 連結の範囲に関する事項 

(1）連結子会社の数       22社 

連結子会社名は、以下のとおりである。 

コクヨＳ＆Ｔ㈱ 

㈱コクヨＭＶＰ 

㈱コクヨ工業滋賀 

コクヨサプライロジスティクス㈱ 

国誉商業（上海）有限公司 

コクヨベトナムCo.,Ltd.  

コクヨファニチャー㈱  

コクヨエンジニアリング＆テクノロジー㈱ 

㈱コクヨロジテム  

コクヨ（マレーシア）Sdn.Bnd. 

国誉貿易（上海）有限公司 

国誉装飾技術（上海）有限公司 

コクヨインターナショナルアジアCo.,Ltd. 

コクヨストアクリエーション㈱  

コクヨマーケティング㈱ 

㈱カウネット 

フォーレスト㈱ 

㈱アクタス 

コクヨファイナンス㈱ 

コクヨビジネスサービス㈱ 

コクヨインターナショナル㈱ 

国誉（上海）企業管理有限公司 

なお、当連結会計年度より、新規設立した国誉（上

海）企業管理有限公司を連結子会社としている。 

コクヨマーケティング㈱は平成22年５月１日付けで

コクヨ中国販売㈱及びコクヨ九州販売㈱を吸収合併

している。 

コクヨファニチャー㈱は平成22年７月１日付けでコ

クヨオフィスシステム㈱を吸収合併している。  

１ 連結の範囲に関する事項 

(1）連結子会社の数       24社 

連結子会社名は、以下のとおりである。 

コクヨＳ＆Ｔ㈱ 

㈱コクヨＭＶＰ 

㈱コクヨ工業滋賀 

コクヨサプライロジスティクス㈱ 

国誉商業（上海）有限公司 

コクヨベトナムCo.,Ltd. 

コクヨカムリンリミテッド  

コクヨファニチャー㈱ 

コクヨエンジニアリング＆テクノロジー㈱ 

㈱コクヨロジテム  

コクヨ（マレーシア）Sdn.Bnd. 

国誉貿易（上海）有限公司 

国誉装飾技術（上海）有限公司 

国誉家具商貿（上海）有限公司  

コクヨインターナショナルアジアCo.,Ltd. 

コクヨマーケティング㈱ 

㈱カウネット 

フォーレスト㈱ 

ＬｍＤインターナショナル㈱  

㈱アクタス 

コクヨファイナンス㈱ 

コクヨビジネスサービス㈱ 

コクヨインターナショナル㈱ 

国誉（上海）企業管理有限公司  

なお、当連結会計年度より、国誉家具商貿（上海）

有限公司を重要性が増したため連結子会社としてい

る。 

コクヨファニチャー㈱は平成23年１月１日付けでコ

クヨストアクリエーション㈱を吸収合併している。

ＬｍＤインターナショナル㈱は、当連結会計年度に

おいて新たに設立したため、連結子会社としてい

る。 

コクヨカムリンリミテッドは、平成23年10月13日の

株式取得に伴い、当連結会計年度より連結子会社と

している。なお、みなし取得日を当連結会計年度末

としているため、当連結会計年度は貸借対照表のみ

を連結している。    
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前連結会計年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日） 

(2）主要な非連結子会社名 

石見紙工業㈱ 

コクヨＩＫタイランド 

非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の総

資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び

利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結

財務諸表に重要な影響を及ぼしていないため、連結

範囲から除外している。 

(2）主要な非連結子会社名 

石見紙工業㈱ 

コクヨＩＫタイランド 

同左 

２ 持分法の適用に関する事項 

(1）持分法適用の関連会社数   ２社 

関連会社名 ㈱ニッカン 

㈱バッファローコクヨサプライ 

２ 持分法の適用に関する事項 

(1）持分法適用の関連会社数   １社 

関連会社名 ㈱ニッカン 

㈱バッファローコクヨサプライは当連結会計年度に

おいて、株式を売却したため、持分法の適用範囲か

ら除外している。 

(2）持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社のう

ち主要な会社等の名称 

（主要な関連会社） 豊国工業㈱ 

持分法非適用会社は、当期純損益及び利益剰余金等

に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体として重要性

がないため、持分法の適用範囲から除外している。

─── 

(2）持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社のう

ち主要な会社等の名称 

同左 

  

  

  

（会計方針の変更）  

当連結会計年度より、「持分法に関する会計基準」

（企業会計基準第16号 平成20年３月10日公表分）

及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面

の取扱い」（実務対応報告第24号 平成20年３月10

日）を適用している。なお、これによる損益に与え

る影響はない。  

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社のうち、フォーレスト㈱及び㈱アクタスの

決算日は11月30日である。また、連結財務諸表の作成

にあたっては、同決算日現在の財務諸表を使用し、連

結決算日までの期間に発生した重要な取引について

は、連結上必要な調整を行っている。 

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社のうち、フォーレスト㈱及び㈱アクタスの

決算日は11月30日である。コクヨカムリンリミテッド

の決算日は３月31日である。また、連結財務諸表の作

成にあたっては、フォーレスト㈱及びアクタス㈱につ

いては、同決算日現在の財務諸表を使用し、連結決算

日までの期間に発生した重要な取引について連結上必

要な調整を行っている。また、コクヨカムリンリミテ

ッドについては、連結会計年度末日を決算日として仮

決算を行った財務諸表を基礎としている。 

４ 会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

有価証券 

ａ 満期保有目的の債券 

償却原価法によっている。 

４ 会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

有価証券 

ａ 満期保有目的の債券 

同左 

ｂ その他有価証券 

時価のあるもの 

期末日の市場価格等に基づく時価法によって

いる（評価差額は全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算定して

いる。）。 

ｂ その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

時価のないもの 

移動平均法による原価法によっている。 

時価のないもの 

同左 
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前連結会計年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日） 

投資事業有限責任組合等への出資 

原価法によっている。ただし、組合規約に規

定される決算報告日に応じて入手可能な最近

の決算書を基礎とし、組合決算の持分相当額

を純額方式により各連結会計年度の損益とし

て計上することとしている。また、組合等が

その他有価証券を保有している場合で当該有

価証券に評価差額がある場合には、評価差額

に対する持分相当額をその他有価証券評価差

額金に計上している。 

投資事業有限責任組合等への出資 

同左 

デリバティブ 

時価法によっている。 

デリバティブ 

同左 

運用目的の金銭の信託 

時価法によっている。 

運用目的の金銭の信託 

同左 

たな卸資産 

主として先入先出法による原価法（貸借対照表価

額については収益性の低下に基づく簿価切下げの

方法により算定）によっている。 

たな卸資産 

同左 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

有形固定資産（リース資産を除く） 

当社及び国内連結子会社は、平成19年４月１日以

後に取得した建物（建物附属設備を除く）は定額

法を、建物以外については定率法を採用してい

る。 

ただし、平成10年４月１日から平成19年３月31日

までに取得した建物（建物附属設備を除く）につ

いては、旧定額法を採用している。また、平成10

年３月31日以前に取得した建物及び平成19年３月

31日以前に取得した建物以外については、旧定率

法を採用している。 

また、平成19年３月31日以前に取得したものにつ

いては、償却可能限度額まで償却が終了した翌年

から５年間で均等償却する定額法によっている。

在外連結子会社については、主として定額法を採

用している。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりである。 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

同左 

建物及び構築物 ７～50年 

機械装置及び運搬具 ４～13年 
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前連結会計年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日） 

無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用している。 

なお、市場販売目的のソフトウェアについては、

見込有効期間（３年）に基づく償却方法を採用

し、自社利用のソフトウェアについては、社内に

おける利用可能期間（主として５年）に基づく定

額法を採用している。 

無形固定資産（リース資産を除く） 

同左 

リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリ

ース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法を採用している。 

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引の

うち、リース取引開始日が平成20年12月31日以前

のものについては、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっている。 

リース資産 

同左 

(3）重要な引当金の計上基準 

貸倒引当金 

当社及び国内連結子会社は、債権の貸倒れによる

損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権については

個別に債権の回収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上している。 

(3）重要な引当金の計上基準 

貸倒引当金 

同左 

賞与引当金 

当社及び国内連結子会社は、従業員賞与の支給に

充てるため、支給見込額に基づき、当連結会計年

度負担分を計上している。 

賞与引当金 

同左 

役員賞与引当金 

当社は、役員賞与の支給に充てるため、支給見込

額に基づき、当連結会計年度負担分を計上してい

る。 

役員賞与引当金 

同左 
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前連結会計年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日） 

退職給付引当金 

当社及び国内連結子会社は、従業員の退職給付に

備えるため、当連結会計年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基づき算定してい

る。なお、当社は前払年金費用に計上している。

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（12年）による按分額

を費用処理している。 

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主

として12年）による按分額を定額法により、それ

ぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理すること

としている。  

退職給付引当金 

同左  

（会計処理の変更） 

当連結会計年度より、「「退職給付に係る会計基

準」の一部改正（その３）」（企業会計基準第19

号 平成20年７月31日）を適用している。なお、

これによる損益に与える影響はない。  

（追加情報） 

従業員の平均残存勤務期間が短縮されたことに伴

い、当連結会計年度より、過去勤務債務の費用処

理年数については15年から12年に変更し、数理計

算上の差異の費用処理年数については、主として

15年から主として12年に変更している。  

これにより、前連結会計年度と同一の方法によっ

た場合と比べ、営業利益、経常利益及び税金等調

整前当期純利益がそれぞれ344百万円減少してい

る。  

なお、セグメント情報に与える影響については、

当該箇所に記載している。 

───  

  

  

  

  

───  

  

債務保証損失引当金 

関係会社に対する保証債務を履行し、その履行に

伴う求償債権が回収不能になることに備えるた

め、当該会社の財政状態等を勘案して、個別に算

定した損失見込額を計上している。  

債務保証損失引当金 

同左 

(4）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

原則として繰延ヘッジ処理によっている。なお、

特例処理の要件を満たしている金利スワップにつ

いては特例処理によっている。 

(4）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

原則として繰延ヘッジ処理によっている。なお、

特例処理の要件を満たしている金利スワップにつ

いては特例処理によっている。また、一体処理

（特例処理・振当処理）の要件を満たす金利通貨

スワップについては、一体処理によっている。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

当連結会計年度にヘッジ会計を適用したヘッジ手

段とヘッジ対象は以下のとおりである。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

当連結会計年度にヘッジ会計を適用したヘッジ手

段とヘッジ対象は以下のとおりである。 

（ヘッジ手段） （ヘッジ対象） 

為替予約 製品輸入による外貨建

仕入債務及び外貨建予

定取引 

金利スワップ 借入金 

（ヘッジ手段） （ヘッジ対象） 

為替予約 製品輸入による外貨建

仕入債務及び外貨建予

定取引 

金利スワップ 借入金 

金利通貨スワップ 借入金 
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前連結会計年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日） 

③ ヘッジ方針 

デリバティブ取引に関する権限規程及び取引限度

額等を定めた内部規程に基づき、ヘッジ対象に係

る為替相場変動リスク及び金利変動リスクを一定

の範囲でヘッジしている。 

③ ヘッジ方針 

同左 

④ ヘッジの有効性評価の方法 

ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計又は

相場変動とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動

の累計又は相場変動を半期毎に比較し、両者の変

動額等を基礎にしてヘッジの有効性を評価してい

る。 

為替予約については、原則的に将来の購入額に基

づくものであり、実行可能性が極めて高いため、

有効性の評価を省略している。 

④ ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

  

  

  

(5) のれんの償却方法及び償却期間 

のれんの償却については、子会社投資ごとに投資効

果の発現する期間を見積り、20年以内で均等償却し

ている。なお、重要性のないものについては一括償

却している。  

  

  

  

(6) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金

可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなっている。 

(5）その他連結財務諸表作成のための重要事項 

① 消費税等の処理方法 

税抜き方式によっている。 

(7）その他連結財務諸表作成のための重要事項 

① 消費税等の処理方法 

同左 

② 連結納税制度の適用 

連結納税制度を適用している。 

② 連結納税制度の適用 

同左 

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面時価評

価法によっている。 

───  

６ のれんの償却に関する事項 

のれんの償却については、子会社投資ごとに投資効果

の発現する期間を見積り、20年以内で均等償却してい

る。なお、重要性のないものについては一括償却して

いる。 

───  

７ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっている。 

───  
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（７）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日） 

（完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更）  

請負工事に係る収益の計上基準については、従来、工

事完成基準を適用していたが、当連結会計年度より、

「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号

平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号 平成19

年12月27日）を適用し、当連結会計年度に着手した工

事契約から、当連結会計年度末までの進捗部分につい

て成果の確実性が認められる工事については工事進行

基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その

他の工事については工事完成基準を適用している。  

なお、これによる損益に与える影響は軽微である。  

（資産除去債務に関する会計基準の適用） 

当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計基

準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び

「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用

している。 

これにより、営業利益及び経常利益に与える影響は軽

微であり、税金等調整前当期純損失は、85百万円増加

している。 

  

（８）表示方法の変更

前連結会計年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日） 

─── （連結貸借対照表） 

前連結会計年度において流動負債の「短期借入金」に

含めて表示していた「１年内返済予定の長期借入金」

は、内容をより明瞭に表示するため、当連結会計年度

から区分掲記している。 

なお、前連結会計年度の「短期借入金」に含まれる

「１年内返済予定の長期借入金」は 百万円であ
る。  

446

（連結損益計算書） 

前連結会計年度において区分掲記していた営業外費用

の「その他」に含めて表示していた「為替差損」につ

いては重要性が増したため、当連結会計年度から区分

掲記している。 

なお、前連結会計年度の営業外費用の「その他」に含

まれる「為替差損」は、 百万円である。 237

（連結損益計算書） 

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第

22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正す

る内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）

の適用により、当連結会計年度では、「少数株主損益

調整前当期純損失」の科目で表示している。  

─── （連結キャッシュ・フロー計算書） 

前連結会計年度において財務活動によるキャッシュ・

フローの「その他」に含めていた「リース債務の返済

による支出」は重要性が増したため、当連結会計年度

から区分掲記している。 

なお、前連結会計年度の財務活動によるキャッシュ・

フローの「その他」に含まれる「リース債務の返済に

よる支出」は 百万円である。  △528
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（９）追加情報

前連結会計年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日） 

─── １．包括利益の表示に関する会計基準の適用 

当連結会計年度より、「包括利益の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第25号 平成22年６月30日）を

適用している。ただし、「その他の包括利益累計額」

及び「その他の包括利益累計額合計」の前連結会計年

度の金額は、「評価・換算差額等」及び「評価・換算

差額等合計」の金額を記載している。 

─── ２．法人税率の変更等による影響 

「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図る

ための所得税法等の一部を改正する法律」（平成23年

法律第114号）及び「東日本大震災からの復興のため

の施策を実施するために必要な財源の確保に関する特

別措置法」（平成23年法律第117号）が平成23年12月

２日に公布され、平成24年４月１日以後に開始する事

業年度から法人税率の引下げ及び復興特別法人税の課

税が行われることとなった。これに伴い、繰延税金資

産及び繰延税金負債の計算に使用される法定実効税率

は、一時差異等に係る解消時期に応じて以下のとおり

である。 

平成24年12月31日まで 40.7％  

平成25年１月１日から平成27年12月31日 38.0％  

平成28年１月１日以降  35.6％  

この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金

負債の金額を控除した金額）は137百万円減少し、法

人税等調整額は122百万円増加している。  
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（10）連結財務諸表に関する注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度 
（平成22年12月31日） 

当連結会計年度 
（平成23年12月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 百万円102,421 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 百万円102,050

※２ 非連結子会社及び関連会社に対するものは次のとお

りである。 

※２ 非連結子会社及び関連会社に対するものは次のとお

りである。 

投資有価証券（株式） 百万円6,862 投資有価証券（株式） 百万円5,465

 ３ 保証債務 

連結会社以外の会社の金融機関等からの借入金に対

して次のとおり保証を行っている。 

 ３ 保証債務 

連結会社以外の会社の金融機関等からの借入金に対

して次のとおり保証を行っている。 

コクヨインターナショナル 

（タイランド） 
百万円102

ハートランド㈱  85
コクヨIKタイランド  31
㈱都市デザインシステム  10
石見紙工業㈱  3

計  232

ハートランド㈱ 百万円85

Colart Camlin Canvas Pvt.Ltd.  22
コクヨIKタイランド  10
㈱都市デザインシステム  10

計  127

また、従業員の金融機関からの借入金 百万円に

対して保証を行っている。 

139 また、従業員の金融機関からの借入金 百万円に

対して保証を行っている。 

103

 ４ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀

行４行と貸出コミットメント契約を締結している。

当連結会計年度末における貸出コミットメントに係

る借入金未実行残高等は次のとおりである。 

 ４ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀

行４行と貸出コミットメント契約を締結している。

当連結会計年度末における貸出コミットメントに係

る借入金未実行残高等は次のとおりである。 

貸出コミットメントの総額 百万円20,000

貸出実行残高  5,000

差引額  15,000

貸出コミットメントの総額 百万円20,000

貸出実行残高  －

差引額  20,000

※５ 連結会計年度末日満期手形 

連結会計年度末日満期手形の会計処理については、

手形交換日をもって決済処理をしている。なお、当

連結会計年度の末日は金融機関の休日であったた

め、次の連結会計年度末日満期手形が連結会計年度

末残高に含まれている。 

※５ 連結会計年度末日満期手形 

連結会計年度末日満期手形の会計処理については、

手形交換日をもって決済処理をしている。なお、当

連結会計年度の末日は金融機関の休日であったた

め、次の連結会計年度末日満期手形が連結会計年度

末残高に含まれている。 

受取手形 百万円1,521

支払手形  291

受取手形 百万円1,211

支払手形  385

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費 

販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりである。 

※１ 販売費及び一般管理費 

販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりである。 

荷造運搬費 百万円21,572

給料手当  24,173

退職給付費用  1,912

賞与引当金繰入額  471

荷造運搬費 百万円21,055

給料手当  24,648

退職給付費用  1,784

賞与引当金繰入額  511

※２ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費 ※２ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費

  百万円1,601   百万円1,272
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前連結会計年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日） 

 ３  

─── 

※３ 減損損失 

   当連結会計年度において、当社及び連結子会社は以

下の資産グループについて減損損失を計上してい

る。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

当社グループは、原則として、事業用資産について

は事業単位を基準としてグルーピングを行ってお

り、連結子会社については、各事業会社を最小単位

としてグルーピングを行っている。また、遊休資産

については、個別資産ごとにグルーピングを行って

いる。なお、連結子会社の㈱アクタスについては、

店舗を基本単位としてグルーピングしている。 

コクヨ㈱及びコクヨマーケティング㈱については、

上記資産について用途見直しを行ったことにより、

回収可能価額が著しく低下することとなったことか

ら、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少

額 百万円、 百万円をそれぞれ減損損失に計

上している。回収可能価額は、正味売却価額を使用

している。正味売却価額は、売却予定価額等にもと

づいて算定している。  

㈱アクタスについては、閉鎖を決定している資産グ

ループの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該

減少額 百万円を減損損失に計上している。なお、

当資産グループの回収可能価額は使用価値により測

定している。割引率については、閉鎖までの期間が

短く金額的影響が僅少なため考慮していない。  

場所 用途 種類 減損損失 

コクヨ㈱ 

旧賃貸ビル  

（福岡市中央区） 

遊休資産 土地    百万円61

計    百万円61

コクヨ㈱ 

旧倉庫  

（横浜市神奈川区 

新子安） 

遊休資産 

建物及び

構築物 
 百万円219

土地  百万円282

その他    ７百万円

計  百万円509

コクヨ㈱ 小計  百万円570

コクヨマーケティング㈱ 

旧新子安営業所  

（横浜市神奈川区 

新子安） 

遊休資産 

建物及び

構築物 
 百万円141

土地  百万円750

その他   １百万円

計  百万円894

コクヨマーケティング㈱ 

旧駐車場  

（島根県松江市玉湯町）

遊休資産 土地  百万円143

計  百万円143

コクヨマーケティング㈱ 小計 百万円1,038

㈱アクタス自由が丘店 

（東京都世田谷区） 

店舗 
建物及び

構築物 
  百万円16

計   百万円16

合計  百万円1,625

570 1,038

16
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当連結会計年度（自 平成23年１月１日 至 平成23年12月31日） 

   

  

前連結会計年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日） 

４  

─── 

  

  

５  

─── 

※４ 災害による損失 

東日本大震災により被災した物流センターでの商品

在庫の破損、物流拠点復旧費用、工場の材料破損及

び建物設備の修繕費等の費用である。 

※５ のれん償却額 

「連結財務諸表における資本連結手続に関する実務

指針」（日本公認会計士協会 平成23年１月12日）

第32項の規定に基づき、コクヨカムリンリミテッド

の株式取得時に発生したのれんを一括償却したもの

である。  

（連結包括利益計算書関係）

※１ 当連結会計年度の直前連結会計年度における包括利益 

    親会社株主に係る包括利益 百万円225

    少数株主に係る包括利益 百万円108

計 百万円334

※２ 当連結会計年度の直前連結会計年度におけるその他の包括利益 

    その他有価証券評価差額金 百万円△434

    繰延ヘッジ損益 百万円△75

    為替換算調整勘定 百万円△81

    持分法適用会社に対する持分相当額 百万円1

計 百万円△589
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前連結会計年度（自 平成22年１月１日 至 平成22年12月31日） 

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  

増加数の主な内訳は、次のとおりである。 

単元未満株式の買取りによる増加          3,297株 

  

２ 配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

平成22年３月30日開催の定時株主総会において、次のとおり決議している。 

・普通株式の配当に関する事項 

  

平成22年７月27日開催の取締役会において、次のとおり決議している。 

・普通株式の配当に関する事項 

  

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

平成23年３月30日開催の定時株主総会において、次のとおり決議する予定である。 

・普通株式の配当に関する事項 

   

（連結株主資本等変動計算書関係）

株式の種類 
前連結会計年度末 

株式数 
増加株式数 減少株式数

当連結会計年度末
株式数 

発行済株式         

普通株式（株）  128,742,463  －  －  128,742,463

自己株式         

普通株式（株）  10,456,045  3,297  －  10,459,342

① 配当金の総額 百万円887

② １株当たり配当額 ７円50銭

③ 基準日 平成21年12月31日

④ 効力発生日 平成22年３月31日

① 配当金の総額 百万円887

② １株当たり配当額 ７円50銭

③ 基準日 平成22年６月30日

④ 効力発生日 平成22年９月３日

① 配当金の総額 百万円887

② 配当の原資 利益剰余金

③ １株当たり配当額 ７円50銭

④ 基準日 平成22年12月31日

⑤ 効力発生日 平成23年３月31日
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当連結会計年度（自 平成23年１月１日 至 平成23年12月31日） 

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  

増加数の主な内訳は、次のとおりである。 

単元未満株式の買取りによる増加            1,711株 

  

２ 配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

平成23年３月30日開催の定時株主総会において、次のとおり決議している。 

・普通株式の配当に関する事項 

  

平成23年７月28日開催の取締役会において、次のとおり決議している。 

・普通株式の配当に関する事項 

  

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

平成24年３月29日開催の定時株主総会において、次のとおり決議する予定である。 

・普通株式の配当に関する事項 

株式の種類 
前連結会計年度末 

株式数 
増加株式数 減少株式数

当連結会計年度末
株式数 

発行済株式         

普通株式（株）  128,742,463  －  －  128,742,463

自己株式         

普通株式（株）  10,459,342  1,711  －  10,461,053

① 配当金の総額 百万円887

② １株当たり配当額 ７円50銭

③ 基準日 平成22年12月31日

④ 効力発生日 平成23年３月31日

① 配当金の総額 百万円887

② １株当たり配当額  ７円50銭

③ 基準日 平成23年６月30日

④ 効力発生日 平成23年９月６日

① 配当金の総額 百万円887

② 配当の原資 利益剰余金

③ １株当たり配当額 ７円50銭

④ 基準日 平成23年12月31日

⑤ 効力発生日 平成24年３月30日

コクヨ㈱（7984）平成23年12月期　決算短信

29



   

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

記載されている科目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

記載されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 百万円13,077

有価証券勘定  13,067

計  26,145

償還期間が３ヶ月を超える債券等  △686

現金及び現金同等物  25,458

現金及び預金勘定 百万円14,856

有価証券勘定  11,518

計  26,375

償還期間が３ヶ月を超える債券等  △192

現金及び現金同等物  26,182

 ２ 

─── 

※２ 株式の取得により新たに連結子会社となった会社の

資産及び負債の主な内訳 

  平成23年10月13日付けで株式の取得により新たに

コクヨカムリンリミテッドを連結したことに伴う

連結開始時の資産及び負債の内訳並びに株式の取

得価額と取得のための支出（純額）との関係は次

のとおりである。 

流動資産 百万円2,619

固定資産  2,719

のれん  4,930

流動負債  △1,565

固定負債  △706

為替換算差額  100

少数株主持分  △1,510

株式の取得価額  6,587

未払金  △40

現金及び現金同等物  △545

差引：取得のための支出  6,000
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前連結会計年度（自 平成22年１月１日 至 平成22年12月31日） 

（注）１ 事業区分の方法 

当社の事業区分は、製品・サービスの種類・性質等の類似性によっている。 

２ 各事業区分の主要製品 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めるべき配賦不能営業費用はない。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、 百万円であり、その主なものは、親会

社での余剰運用資金（現預金及び有価証券）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等で

ある。 

５ 「重要な引当金の計上基準 退職給付引当金」に記載のとおり、従業員の平均残存勤務期間が短縮されたこ

とに伴い、前連結会計年度より、過去勤務債務の費用処理年数については15年から12年に変更し、数理計算

上の差異の費用処理年数については、主として15年から主として12年に変更している。  

この変更に伴い、前連結会計年度の各セグメントの営業費用はステーショナリー関連事業が 百万円、フ

ァニチャー関連事業が 百万円、店舗関連事業が９百万円増加し、営業利益はそれぞれ同額減少してい

る。 

  

（セグメント情報等）

ａ．事業の種類別セグメント情報

  
ステーショナ
リー関連事業 
（百万円） 

ファニチャー
関連事業 

（百万円） 

店舗関連事業
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益       

売上高       

(1）外部顧客に対する

売上高 
 148,986  100,447  12,439  261,873  －  261,873

(2）セグメント間の内

部売上高又は振替

高 

 －  －  －  － ( ) －  －

計  148,986  100,447  12,439  261,873 ( ) －  261,873

営業費用  142,454  103,271  12,865  258,591 ( ) －  258,591

営業利益又は営業損

失（△） 
 6,532  △2,824  △425  3,282 ( ) －  3,282

Ⅱ 資産・減価償却費及

び資本的支出 
      

資産  88,272  74,650  3,847  166,770  86,108  252,879

減価償却費  2,958  2,638  134  5,732  276  6,009

資本的支出  2,150  2,522  33  4,706  120  4,826

事業区分 主要製品

ステーショナ

リー関連事業 

伝票、複写簿、帳簿、リーフ、領収証、バインダー、ファイル、ファイリング用品、クリ

ヤーブック、ＰＰＣ用紙、連続伝票、ＦＡＸ感熱紙、インクジェットプリンタ用紙、レー

ザープリンタ用紙、ラベル、ＰＣ関連用品、ＯＡ機器、ＯＡ機器関連用品、製図デザイン

用品、ノート、レポート、原稿用紙、スケッチブック、便箋、メモ用紙、アルバム、接着

剤、額縁、金属文具、筆記用具、粘着テープ、タック製品、ビジネスバッグ、防災用品、

知育文具 等 

ファニチャー

関連事業 

デスク、テーブル、回転イス、会議用イス、折りたたみイス、応接イス、役員室用家具、

キャビネット、保管庫、ロッカー、壁面収納庫、黒板、ＯＡ床材、間仕切、天井材、棚、

書架、耐火製品、展示ケース、ホール用イス、学校用家具、図書館用家具、高齢者用家

具、オフィスアクセサリー、新入学関連家具、ＳＯＨＯ対応家具、家庭用家具 等 

店舗関連事業 

商品陳列棚、カウンター、ワゴン、平台、ガラスショーケース、ワイヤーシェルフ、ショ

ッピングカート、ショッピングバスケット、販促用品、イベント用品、木製什器、衣料用

什器 等 

86,108

169

165
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 前連結会計年度（自 平成22年１月１日 至 平成22年12月31日）及び当連結会計年度（自 平成23年１月

１日 至 平成23年12月31日）において、全セグメントの売上高合計及び全セグメントの資産の金額の合計に

占める「本邦」の割合がいずれも90％を超えているため、記載を省略している。 

  

 前連結会計年度（自 平成22年１月１日 至 平成22年12月31日）及び当連結会計年度（自 平成23年１月

１日 至 平成23年12月31日）において、海外売上高がいずれも連結売上高の10％未満であるため、記載を省

略している。 

   

１．報告セグメントの概要 

 当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役

会が、経営資源の配分の決定および業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものでる。   

 当社は、純粋持株会社としてグループ全体の戦略機能を担い、各事業会社は、取り扱う製品・サービスについて包

括的な戦略を立案し、事業活動を展開している。  

 従って、当社グループは、事業会社を基礎とした製品・サービス別のセグメントから構成されており、「ステーシ

ョナリー関連事業」及び「ファニチャー関連事業」の２つを報告セグメントとしている。 

  なお、当社の連結子会社であるコクヨファニチャー㈱は、旧「ファニチャー関連事業」に加え、オフィスを始めと

した様々な空間構築を手がける「空間価値提供型ビジネス」を推進することとなったため、従来「店舗関連事業」を

展開していたコクヨストアクリエーション㈱と平成23年１月１日付で合併している。この合併に伴い、旧「ファニチ

ャー関連事業」と「店舗関連事業」を統合し、「ファニチャー関連事業」として開示している。 

   

  また、各報告セグメントに属する主要製品は以下のとおりである。 

  

ｂ．所在地別セグメント情報

ｃ．海外売上高

ｄ．セグメント情報

報告セグメントの名称 主要製品

ステーショナリー関連事業 

伝票、複写簿、帳簿、リーフ、領収証、バインダー、ファイル、ファイリング用品、

クリヤーブック、ＰＰＣ用紙、連続伝票、ＦＡＸ感熱紙、インクジェットプリンタ用

紙、レーザープリンタ用紙、ラベル、ＰＣ関連用品、ＯＡ機器、ＯＡ機器関連用品、

製図デザイン用品、ノート、レポート、原稿用紙、スケッチブック、便箋、メモ用

紙、アルバム、接着剤、額縁、金属文具、筆記用具、粘着テープ、タック製品、ビジ

ネスバッグ、防災用品、知育文具 等 

ファニチャー関連事業 

デスク、テーブル、回転イス、会議用イス、折りたたみイス、応接イス、役員室用家

具、キャビネット、保管庫、ロッカー、壁面収納庫、黒板、ＯＡ床材、間仕切、天井

材、棚、書架、耐火製品、展示ケース、ホール用イス、学校用家具、図書館用家具、

高齢者用家具、オフィスアクセサリー、新入学関連家具、ＳＯＨＯ対応家具、家庭用

家具、商品陳列棚、カウンター、ワゴン、平台、ガラスショーケース、ワイヤーシェ

ルフ、ショッピングカート、ショッピングバスケット、販促用品、イベント用品、木

製什器、衣料用什器 等 
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２．報告セグメントごとの売上高および利益または損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報  

  

前連結会計年度（自 平成22年１月１日 至 平成22年12月31日）                (単位：百万円) 

（注）１ 調整額は以下の通りである。 

（1）セグメント資産の調整額は、各報告セグメントに配分していない管理部門等に係る資産86,108百万である。 

（2）減価償却費の調整額276百万円は、報告セグメントに帰属しない管理部門等に係る資産の減価償却費である。 

（3）有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額120百万円は、報告セグメントに帰属しない管理部門等の設

備投資額である。  

   ２ セグメント利益又はセグメント損失(△)の合計金額は、連結損益計算書の営業利益と一致している。 

  

当連結会計年度（自 平成23年１月１日 至 平成23年12月31日）                (単位：百万円) 

（注）１ 調整額は以下の通りである。 

（1）セグメント資産の調整額は、各報告セグメントに配分していない管理部門等に係る資産77,251百万円である。

（2）減価償却費の調整額302百万円は、報告セグメントに帰属しない管理部門等に係る資産の減価償却費である。 

  
  

報告セグメント
調整額 
（注１）  

合計
（注２） ステーショナリー

関連事業  
ファニチャー
関連事業 

計

売上高      

(1）外部顧客への売上高  148,986  112,887  261,873  ―  261,873

(2）セグメント間の内部売

上高又は振替高 
 ―  ―  ―  ―  ―

計  148,986  112,887  261,873  ―  261,873

セグメント利益又は 

セグメント損失(△) 
 6,532  △3,250  3,282  ―  3,282

セグメント資産   88,272  78,497  166,770  86,108  252,879

その他の項目            

減価償却費   2,958  2,773  5,732  276  6,009

のれんの償却額   126  49  175  ―  175

有形固定資産及び無形

固定資産の増加額  
 2,426  3,234  5,660  120  5,781

  
  

報告セグメント
調整額 
（注１）  

合計
（注２） ステーショナリー

関連事業  
ファニチャー
関連事業 

計

売上高      

(1）外部顧客への売上高  147,866  112,138  260,004  ―  260,004

(2）セグメント間の内部売

上高又は振替高 
 ―  ―  ―  ―  ―

計  147,866  112,138  260,004  ―  260,004

セグメント利益又は 

セグメント損失(△) 
 6,770  △2,697  4,072  ―  4,072

セグメント資産   100,523  75,019  175,543  77,251  252,794

その他の項目            

減価償却費   2,712  3,516  6,228  302  6,531

のれんの償却額   5,049  41  5,090  ―  5,090

有形固定資産及び無形

固定資産の増加額  
 5,368  2,774  8,143  107  8,251
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（3）有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額107百万円は、報告セグメントに帰属しない管理部門等の設

備投資額である。  

   ２ セグメント利益又はセグメント損失(△)の合計金額は、連結損益計算書の営業利益と一致している。 

  

（追加情報） 

 当連結会計年度より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年３月27

日）および「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成20年３

月21日）を適用している。 

  

[関連情報]  

 当連結会計年度（自 平成23年１月１日 至 平成23年12月31日） 

１ 製品及びサービスごとの情報 

  セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略している。 

２ 地域ごとの情報 

  （1）売上高  

  本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略している。   

  （2）有形固定資産 

  本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を省略し

  ている。 

３ 主要な顧客ごとの情報 

  外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載を省略している。

  

[報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報]  

 当連結会計年度（自 平成23年１月１日 至 平成23年12月31日）               （単位：百万円）

（注） 調整額1,609百万円は、各報告セグメントに帰属しない管理部門等に係る資産の減損損失である。  

  

[報告セグメントごとののれんの償却額および未償却残高に関する情報]  

 当連結会計年度（自 平成23年１月１日 至 平成23年12月31日）               （単位：百万円）

（注） のれん償却額に関しては、セグメント情報に同様の記載を開示しているため、記載を省略している。 

  

 報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報 

 当連結会計年度（自 平成23年１月１日 至 平成23年12月31日） 

 該当事項なし  

   

  
  

ステーショナリー
関連事業  

ファニチャー
関連事業 

計
調整額 
（注） 

合計

減損損失  －  16  16  1,609  1,625

  
  

ステーショナリー
関連事業  

ファニチャー
関連事業 

計
調整額 
（注） 

合計

当期末残高  892  13  906  －  906
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（注） 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

２ １株当たり当期純利益金額又は当期純損失金額 

   

  

前連結会計年度（自 平成22年１月１日 至 平成22年12月31日） 

 該当事項なし 

   

当連結会計年度（自 平成23年１月１日 至 平成23年12月31日） 

 該当事項なし 

   

 「リース取引」、「関連当事者情報」、「税効果会計」、「金融商品」、「有価証券」、「デリバティブ取引」、「退

職給付」、「ストック・オプション等」、「企業結合等」、「資産除去債務」及び「賃貸等不動産」に関する注記事項に

ついては、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略している。 

（１株当たり情報）

前連結会計年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日） 

１株当たり純資産額 円 銭1,318 22

１株当たり当期純利益 ６円89銭

１株当たり純資産額 円８銭1,245

１株当たり当期純損失 円 銭46 16

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、

希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載し

ていない。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、１株当たり当期純損失であり、また、希薄化効果を有

している潜在株式が存在しないため記載していない。 

  
前連結会計年度末

（平成22年12月31日） 
当連結会計年度末

（平成23年12月31日） 

純資産の部の合計額（百万円）  156,632  149,581

純資産の部の合計額から控除する金額 

（百万円） 
 708  2,310

（うち少数株主持分） （ ）708 （ ）2,310

普通株式に係る純資産額（百万円）  155,923  147,270

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通

株式の数（千株） 
 118,283  118,281

  
前連結会計年度

（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

当連結会計年度
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日） 

当期純利益又は当期純損失(△)（百万円）  815  △5,460

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失

(△)（百万円） 
 815  △5,460

期中平均株式数（千株）   118,284  118,282

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益の算定に含めなかった

潜在株式の概要 

2024年満期ユーロ円建転換制限条

項付転換社債型新株予約権付社債

（券面総額270百万円並びに新株

予約権１種類（新株予約権の数54

個）） 

同左 

（重要な後発事象）

（開示の省略）
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(1）役員の異動（平成24年３月29日付予定） 

①代表取締役の異動 

 該当事項はありません。 

②その他の役員の異動 

１．新任予定取締役 

  取締役 作田 久男（社外取締役） 

２．退任予定取締役 

  取締役 大久保 俊文（顧問に就任予定） 

３．役位の異動予定 

  該当事項はありません。 

４．新任予定監査役 

  監査役 宮垣 信幸 

  監査役 谷津 朋美（社外監査役） 

５．退任予定監査役 

  監査役 近藤 晃弘 

  監査役 中田 直茂（社外監査役） 

  

＊詳細につきましては、本日公表の「役員人事のお知らせ」をご参照ください。  

  

(2）その他 

 該当事項はありません。 

  

  

５．その他
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